
法令および定款に基づく
インターネット開示事項

連 結 注 記 表
個 別 注 記 表

(平成27年４月１日から平成28年３月31日まで)

「連結注記表」および「個別注記表」につきましては、法令および

定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト

(http://www.kawakin.co.jp/ir/soukai.html）に掲載することによ

り株主のみなさまに提供しております。
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連結注記表
〔連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等〕

1. 連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数 11社

連結子会社の名称

旭汽船㈱、シルバーフェリーサービス㈱、川近シップマネージメント㈱、春陽汽船㈱、

須 崎 汽 船 ㈱、“K”LINE KINKAI（SINGAPORE）PTE LTD、TROPICAL LINE S.A.、POLAR

STAR LINE S.A.、 GALLEON LINE S.A.、BINTANG LINE S.A.、S-5958 CO.,LTD

S-5958 CO.,LTDについては、当連結会計年度において新たに設立したことにより、連結子
会社に含めております。また、当連結会計年度において、ASIA SHIPPING NAVIGATION
S.A.、MARINE VICTOR SHIPPING S.A.は清算結了したことにより、連結の範囲から除外いた
しました。いずれも上記連結子会社には含まれておりませんが、除外までの損益計算書に
ついては連結しております。

　
2. 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関連会社数 １社

会社等の名称 ㈱オフショア・ジャパン

(2) 持分法を適用していない関連会社は“K”LINE KINKAI（MALAYSIA）SDN.BHD.１社で、当期

純損益 (持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

(3) 持分法の適用の手続について特に記載する必要があると認められる事項

持分法適用会社の決算日が連結決算日と異なるため、当該会社の事業年度に係る計算書類

を使用しております。
　
3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、シルバーフェリーサービス㈱、須崎汽船㈱、“K”LINE KINKAI

（SINGAPORE）PTE LTDの決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成に当たっては、

同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。
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4. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有 価 証 券：その他有価証券

時価のあるもの…連結決算日前１ヶ月の市場価格等の平均に基づ

く時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの…移動平均法に基づく原価法

② た な 卸 資 産：主として先入先出法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）

：定率法によっております。ただし、一部の船舶及び平成10年４月

１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法を

採用しております。なお、耐用年数及び残存価額については主と

して法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

② 無 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）

：自社利用のソフトウェアは、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金：債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞 与 引 当 金：従業員の賞与の支払いに充てるため、将来の支給見込額のうち当

連結会計年度の負担額を計上しております。

③ 役 員 賞 与 引 当 金：役員の賞与の支払いに充てるため、将来の支給見込額のうち当連

結会計年度の負担額を計上しております。

④ 役員退職慰労引当金：当社及び一部の子会社は役員の退職慰労金の支払いに備えるため、

内規に基づく期末要支給額を計上しております。

⑤ 特 別 修 繕 引 当 金：船舶の定期検査に要する修繕費の支払いに備えるため、将来の修

繕見積額のうち当連結会計年度の負担額を計上しております。
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(4) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

　 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属

させる方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　 過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14年）

　による定額法により費用処理することとしております。

　 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

　内の一定の年数（14年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計

　年度から費用処理することとしております。

③ 小規模企業等における簡便法の採用

　 一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係

　る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

　海運業収益及び海運業費用の計上基準は航海完了基準によっております。ただし、フェ

　リーについては積切出帆基準によっております。

(6) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

① 重要なヘッジ会計の方法

(イ)ヘッジ会計の方法：繰延ヘッジ処理によっております。ただし、金利スワップのうち

特例処理の要件を満たしているものについては、特例処理を採用

しております。

(ロ)ヘッジ手段と

　 ヘッジ対象

：ヘッジ手段…為替予約取引、金利スワップ取引

ヘッジ対象…外貨建予定取引、借入金の利息

(ハ)ヘッジ方針 ：財務上のリスク管理対策の一環として外貨建予定取引の為替変動

リスク及び借入金の金利変動リスク軽減のためにデリバティブ取

引を行っております。
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(ニ)ヘッジの有効性

　 評価の方法

：ヘッジの開始時から有効性判定までの期間において、ヘッジ対象

の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計と、ヘッジ手段の

それとを比較し、両者の変動額等を基礎にして判定しております。

なお、為替予約取引は為替予約と外貨建予定取引に関する重要な

条件が同一であるため、ヘッジの有効性の判定を省略しておりま

す。また、金利スワップ取引については、特例処理の要件を満た

しているものは、ヘッジの有効性の判定を省略しております。

② 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

5. 会計方針の変更

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合

会計基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９

月13日。以下「連結会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基

準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当連結会計年度

から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰

余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する

方法に変更いたしました。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会

計年度の連結計算書類に反映させる方法に変更いたします。加えて、当期純利益等の表示の

変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準

第44－５項（４）及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っ

ており、当連結会計年度の期首時点から将来にわたって適用しております。

なお、当連結会計年度において、連結計算書類及び１株当たり情報に与える影響額はあり

ません。
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〔連結貸借対照表に関する注記〕

1. 担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

船舶 11,810,142千円

(2) 担保に係る債務

短期借入金 1,269,655千円

長期借入金 6,547,362千円

合 計 7,817,018千円

　

2. 有形固定資産の減価償却累計額 30,456,971千円

　

3. 土地再評価

　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関

する法律の一部を改正する法律（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、平成14年

３月31日に事業用の土地の再評価を行っております。

　なお、再評価差額については、土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成

11年３月31日公布法律第24号）に基づき、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に

係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額

金」として純資産の部に計上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４

号に定める地価税法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計

算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により

算定した価額に合理的な調整を行って算定しております。

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末における

時価と再評価後の帳簿価額との差額 △314,587千円
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〔連結損益計算書に関する注記〕

　減損損失

当連結会計年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。
　

用途 場所 種類 減損損失 (千円)

事業用資産 パナマ他 船舶 2,203,000
　

　当社グループは、事業用資産については、管理会計上で把握している事業グループを単位

としてグルーピングを行っております。

　事業用資産については、経営環境の著しい悪化等により収益性が低下し、今後も回復の見

通しが立たないことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失とし

て特別損失に計上しております。なお、回収可能価額は使用価値により測定しており、将来

キャッシュ・フローを3.8%で割り引いて算定しております。

　

〔連結株主資本等変動計算書に関する注記〕

1. 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 29,525,000株

　

2. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額
　

決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当金 基準日 効力発生日

千円 円

平成27年６月25日
定時株主総会

普通株式 146,790 5.0 平成27年３月31日 平成27年６月26日

平成27年10月30日
取締役会

普通株式 176,148 6.0 平成27年９月30日 平成27年11月24日

合 計 322,939
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(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる

もの

　平成28年６月29日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次

のとおり提案しております。

① 配当金の総額 205,507千円

② １株当たり配当額 7.0円

③ 基準日 平成28年３月31日

④ 効力発生日 平成28年６月30日

　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

3. 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目

的となる株式の種類及び数

該当事項はありません。

〔金融商品に関する注記〕

1. 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産で運用し、また、資金調達

については設備投資計画等に照らして、金融市場の情勢や資金繰り等を勘案しながら都度

決定しておりますが、主として銀行等の金融機関からの借入によっております。

　受取手形及び営業未収入金、短期貸付金に係る顧客等の信用リスクは、取引先信用状況

の定期的なモニタリング及び未収管理システム等による期日、残高管理によりリスク低減

を図っております。外貨建て営業債権に係る為替変動リスクは、原則として外貨建ての営

業債務をネットしたポジションについてデリバティブ取引（先物為替予約取引）を利用し

てリスク低減を図っております。また、投資有価証券である株式は主に上場株式であり、

四半期ごとに把握された時価が取締役会に報告されております。

　借入金の使途は主として運転資金（短期）及び設備投資資金（長期）であり、一部の長

期借入金の金利変動リスクを低減するためデリバティブ取引（金利スワップ）を行ってお

ります。

　デリバティブ取引は社内規程に従い、実需の範囲で行うこととしております。
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2. 金融商品の時価等に関する事項

　平成28年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次

表には含めておりません（（注2）参照）。

(単位：千円)
　

連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 1,342,984 1,342,984 -

(2) 受取手形及び営業未収入金 4,402,160 4,402,160 -

(3) 短期貸付金 4,201,000 4,201,000 -

(4) 投資有価証券

その他有価証券 736,039 736,039 -

資産計 10,682,184 10,682,184 -

(1) 支払手形及び営業未払金 2,169,542 2,169,542 -

(2) 短期借入金 1,433,631 1,458,415 24,783

(3) 長期借入金 6,725,914 6,844,812 118,897

負債計 10,329,088 10,472,769 143,681
　

(注1) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産
　

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び営業未収入金、(3) 短期貸付金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。

(4) 投資有価証券
全て上場株式であるため、取引所の価格によっております。

負債
　

(1) 支払手形及び営業未払金、(2) 短期借入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。
ただし、「(2) 短期借入金」の金額に含まれている長期借入金のうち１年以内返済予定額については、下
記「(3) 長期借入金」に記載の方法により時価を算定しております。

(3) 長期借入金
元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっており
ます。

デリバティブ取引
　

金利スワップの特例処理を適用しているものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理され
ているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記負債(3)参照）。
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(注2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
(単位：千円)

　

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 17,616
　

これらについては、市場価格がなく、かつ、将来のキャッシュ・フローを見積ることができず、時価を把握す
ることが極めて困難と認められるため、「資産 (4) 投資有価証券」には含めておりません。

〔１株当たり情報に関する注記〕

１株当たり純資産額 783円16銭

１株当たり当期純利益金額 26円27銭

　

〔重要な後発事象に関する注記〕

　該当事項はありません。

(注) 連結計算書類の記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有 価 証 券：子会社株式及び関連会社株式…移動平均法に基づく原価法

その他有価証券

時価のあるもの…決算日前１ヶ月の市場価格等の平均に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの…移動平均法に基づく原価法

(2) た な 卸 資 産：主として先入先出法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切下

げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）

：定率法によっております。ただし、一部の船舶及び平成10年４月１

日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法を採用

しております。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によっております。

(2) 無 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）

：自社利用のソフトウェアは、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸 倒 引 当 金：債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞 与 引 当 金：従業員の賞与の支払いに充てるため、将来の支給見込額のうち当事

業年度の負担額を計上しております。

(3) 役員賞与引当金：役員の賞与の支払いに充てるため、将来の支給見込額のうち当事業

年度の負担額を計上しております。
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(4) 退職給付引当金：従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末まで

の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっており

ます。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（14年）による定額法により費用処理することとしており

ます。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（14年）による定額法により按分した

額をそれぞれ発生した翌事業年度から費用処理することとしており

ます。

(5) 役員退職慰労引当金：役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。

(6) 特別修繕引当金：船舶の定期検査に要する修繕費の支払いに備えるため、将来の修繕

見積額のうち当事業年度の負担額を計上しております。

(7) 関係会社用船契約損失引当金：関係会社との用船契約の残存期間に発生する損失に備えるため、将

来負担すると見込まれる損失額を見積計上しております。

４．収益及び費用の計上基準

海運業収益及び海運業費用の計上基準は航海完了基準によっております。ただし、フェ

リーについては積切出帆基準によっております。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の

　 方法

：繰延ヘッジ処理によっております。ただし、金利スワップのうち

特例処理の要件を満たしているものについては、特例処理を採用

しております。

② ヘッジ手段と

　 ヘッジ対象

：ヘッジ手段…為替予約取引、金利スワップ取引

ヘッジ対象…外貨建予定取引、借入金の利息
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③ ヘッジ方針 ：財務上のリスク管理対策の一環として外貨建予定取引の為替変動

リスク及び借入金の金利変動リスク軽減のためにデリバティブ取

引を行っております。

④ ヘッジの有効性

　 評価の方法

：ヘッジの開始時から有効性判定までの期間において、ヘッジ対象

の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計と、ヘッジ手段の

それとを比較し、両者の変動額等を基礎にして判定しておりま

す。なお、為替予約取引は為替予約と外貨建予定取引に関する重

要な条件が同一であるため、ヘッジの有効性の判定を省略してお

ります。また、金利スワップ取引については、特例処理の要件を

満たしているものは、ヘッジの有効性の判定を省略しておりま

す。

(2) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連

結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

(3) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

６．会計方針の変更

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企

業結合会計基準」という。）、及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７

号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当事業年度から適

用し、取得関連費用を発生した事業年度の費用として計上する方法に変更いたしまし

た。また、当事業年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の

確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する事業年度の計算書類に反映

させる方法に変更いたします。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、及び事

業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度

の期首時点から将来にわたって適用しております。

　なお、当事業年度において、計算書類及び１株当たり情報に与える影響額はありませ

ん。

― 12 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月25日 20時04分 $FOLDER; 13ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



〔貸借対照表に関する注記〕

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

船舶 10,889,835千円

(2) 担保に係る債務

短期借入金 861,380千円

長期借入金 4,821,600千円

合 計 5,682,980千円

　
２．有形固定資産の減価償却累計額 22,007,749千円

　
３．保証債務の明細

　

被保証者 保証金額 保証債務の内容

千円

TROPICAL LINE S.A. 60,400 金融機関借入金

POLAR STAR LINE S.A. 1,011,026 金融機関借入金

GALLEON LINE S.A. 1,123,012 金融機関借入金

合 計 2,194,438
　

※うち外貨建保証債務は2,134,038千円であります。

　
４．関係会社に対する金銭債権債務（区分表示したものを除く）

(1) 短期金銭債権 284,019千円

(2) 短期金銭債務 75,829千円
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５．土地再評価

　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関

する法律の一部を改正する法律（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、平成14年

３月31日に事業用の土地の再評価を行っております。

　なお、再評価差額については、土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成

11年３月31日公布法律第24号）に基づき、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に

係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額

金」として純資産の部に計上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４

号に定める地価税法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計

算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により

算定した価額に合理的な調整を行って算定しております。

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末における

時価と再評価後の帳簿価額との差額 △314,587千円
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〔損益計算書に関する注記〕

１．関係会社との取引高

(1) 営業取引による取引高

営業収益 158,572千円

営業費用 5,817,947千円

(2) 営業取引以外の取引高 367,118千円

　

２．関係会社用船契約損失引当金繰入額

　関係会社との用船契約の残存期間に発生する損失に備えるため、当事業年度におい

て、将来当社が負担することが見込まれる損失額として、連結損益計算書において計上

した減損損失相当額を計上しております。

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕

　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 166,845株
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〔税効果会計に関する注記〕

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産)

賞与引当金 50,101千円

未払事業税 33,328

役員退職慰労引当金 113,767

特別修繕引当金 113,054

会員権評価損 82,318

有価証券評価損 63,999

貸倒引当金 11,897

関係会社用船契約損失引当金 1,219,211

その他 29,888

繰延税金資産小計 1,717,568

評価性引当額 △271,983

繰延税金資産合計 1,445,584

（繰延税金負債)

特別償却準備金 △385,511千円

圧縮記帳積立金 △20,046

その他有価証券評価差額金 △53,915

その他 △60,206

繰延税金負債合計 △519,679

繰延税金資産（負債）の純額 925,904
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〔関連当事者との取引に関する注記〕
　

属 性 会社等の名称
議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科 目
期末残高
(千円)

子会社 旭汽船㈱ 直 接
100％

役員の兼任
船舶の用船

貸付金の回収 236,780 貸付金
(短期及び長期)

875,026

資金の貸付 90,000 ― ―

TROPICAL LINE S.A. 直 接
100％

役員の兼任
船舶の用船

貸付金の回収 206,575 貸付金
(短期及び長期)

1,929,236

POLAR STAR LINE S.A. 直 接
100％

役員の兼任
船舶の用船

債 務 保 証 1,011,026 ― ―

GALLEON LINE S.A. 直 接
100％

役員の兼任
船舶の用船

債 務 保 証 1,123,012 ― ―

ASIA SHIPPING

NAVIGATION S.A.

直 接
100％

役員の兼任
船舶の用船

配当の受取 76,070 ― ―

MARINE VICTOR

SHIIPING S.A.

直 接
100％

役員の兼任 配当の受取 49,220 ― ―

関連会社 ㈱オフショア・ジャパン 直 接
50％

役員の兼任 資金の貸付 1,230,000 貸付金
(短期及び長期)

1,705,500

　

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等
1. 資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。関連会社に対する資金の貸付につい

ては、担保を受け入れております。
2. 債務保証については、子会社の船舶設備資金による銀行借入に対し当社が保証している債務でありま

す。なお、保証料の支払及び担保提供は受けておりません。

〔１株当たり情報に関する注記〕

１株当たり純資産額 756 円 58 銭

１株当たり当期純利益金額 20 円 93 銭

　

〔重要な後発事象に関する注記〕

　該当事項はありません。

(注) 計算書類の記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

― 17 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月25日 20時04分 $FOLDER; 18ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）


